
 

 

 
 

２０２１年３月３０日 

各 位 

会社名 ホッカンホールディングス株式会社 

代表者     代表取締役社長 池田  孝資 

（コード番号５９０２ 東証１部、札証） 

問 合 せ 先  取 締 役 執 行 役 員  武 田 卓 也 
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連結子会社による孫会社の吸収合併に関するお知らせ 

 

 

当社の連結子会社である北海製罐株式会社（以下「北海製罐」という。）が、２０２１年７月１日を効力発

生日として、同社の１００％子会社である日東製器株式会社（以下「日東製器」という。）を吸収合併するこ

と（以下「合併①」という。）、及び当社の連結子会社である株式会社日本キャンパック（以下「日本キャン

パック」という。）が、２０２１年７月１日を効力発生日として、同社の子会社である株式会社西日本キャン

パック（以下「西日本キャンパック」という。）を吸収合併すること（以下「合併②」といい、「合併①」と総

称して「本合併」という。）が、各子会社の取締役会で決議されましたので、下記のとおりお知らせいたしま

す。 

なお、合併①は、当社の完全子会社と孫会社間の合併（簡易合併・略式合併）であり、合併②も、当社の完

全子会社と孫会社間の合併（簡易合併）であるため、開示事項・内容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

本合併は、合併①・合併②ともに、組織・指揮命令系統・社内制度等の統一統合による経営・業務の効率化

及び各社間の人材の流動化による組織の活性化を実現することにより、グループ企業価値を向上することを目

的として実施します。 

 

２．本合併の要旨 

【合併①】 

（１）合併①の日程 

合併契約締結日 ２０２１年３月３０日 

合併の効力発生日 ２０２１年７月１日（予定） 

 

（２）合併①の方式 

   北海製罐を存続会社とする吸収合併方式で日東製器は解散いたします。 

 

（３）合併①に係る割当の内容 

   日東製器は、北海製罐が同社の発行済株式の全部を保有するため、新株式の発行及び金銭等の割当はあ

りません。 

 

（４）合併①に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 



 

 

【合併②】 

（１）合併②の日程 

合併契約締結日 ２０２１年３月３０日 

合併承認株主総会決議日 

（西日本キャンパック） 

２０２１年６月２２日（予定） 

合併の効力発生日 ２０２１年７月１日（予定） 

 

（２）合併②の方式 

   日本キャンパックを存続会社とする吸収合併方式で西日本キャンパックは解散いたします。 

 

（３）合併②に係る割当の内容 

   西日本キャンパックは、当社と日本キャンパックが同社の発行済株式の全部を保有するため、新株式の

発行及び金銭等の割当はありません。 

 

（４）合併②に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 

 

３．合併当事会社の概要 

【合併①】 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 北海製罐株式会社 日東製器株式会社 

（２）本店所在地 北海道小樽市色内三丁目１番１号 群馬県邑楽郡明和町大輪２３６番地の１ 

（３）代表者 代表取締役 池田孝資 代表取締役 荒町公一 

（４）事業内容 各種空罐、容器の製造販売 各種空罐、容器の製造販売 

（５）資本金 ３，０００百万円 ２００百万円 

（６）設立年月日 ２００５年１０月３日 １９５０年４月２６日 

（７）発行済株式総数 ６０，０００株 ４，０００，０００株 

（８）決算期 ３月３１日 ３月３１日 

（９）大株主及び持株比率 当社１００％ 北海製罐１００％ 

 

【合併②】 

 存続会社 消滅会社 

（１）商号 株式会社日本キャンパック 株式会社西日本キャンパック 

（２）本店所在地 東京都千代田区丸の内二丁目２番２号 岐阜市鶴田町三丁目７番地の５ 

（３）代表者 代表取締役 池田孝資 代表取締役 増田哲二 

（４）事業内容 清涼飲料水・酒類の受託製造及び販売 清涼飲料の製造及び販売 

（５）資本金 ４１１百万円 ４８０百万円 

（６）設立年月日 １９７３年９月２６日 １９８８年２月１日 

（７）発行済株式総数 ８２２，０００株 ９，６００株 

（８）決算期 ３月３１日 ３月３１日 

（９）大株主及び持株比率 当社１００％ 日本キャンパック７５％ 

当社２５％ 

 

４．本合併後の状況 

本合併は、合併①・合併②ともに、本合併後の存続会社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金及

び決算期に変更はありません。 

 



 

 

 

５．今後の見通し 

  本合併は、合併①・合併②ともに、当社の連結子会社と孫会社間の合併であるため、連結業績に与える影

響は軽微です。 

 

以上 


